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基幹システムに代表される業務ア
プリケーションや商用サービスのア
プリケーションの開発業務では、一
度構築したソフトウェアを、バグ修
正、追加開発などを通じてソフト
ウェアの改修・変更を実施し、数年
から十数年にわたり開発し続ける
ケースが多い。
長期間の開発でソフトウェアの改
修・変更を行う中で、納期などの要
求を満たすために、品質管理の観点
で妥協せざるを得ないことがある。
このような対応は、短期的には利益
をもたらす一方で、長期間管理せず
に放置すると重大な問題を引き起こ
す可能性があることから、「技術的
負債」と比喩される。[1]

技術的負債への対応は財務的な負
債への対応と同様に「診断」「軽減」
「返済」のプロセスが必要であり、
現在でも「コード標準の作成」「マ
イクロアーキテクチャ」などの軽減
手法や「リファクタリング支援ツー
ル」などの返済手段が存在するもの
の局所的な対応にとどまり効果は限

定的である。
昨今の生成 AI技術の登場
により、リファクタリングな
ど詳細化された対象業務の
効率化は実現されていると
考えるが、一方で生成 AIが
プログラム実装などをする
ことで人間が中身を把握で
きない部分が出てくるなど
生成 AI起因の技術的負債も
生じてくる。
我々はソフトウェアのライフタイ
ムを通じた開発・運用を見据え、我々
が今まで蓄積してきたソフトウェア
工学ノウハウと、生成 AIのコード
や文書を理解・作成する能力とを組
み合わせて、技術的負債を①『返済』、
②『軽減』、③『診断』する技術・
開発プロセスを創出していく。
①『返済』に関して、具体的には

「トレーサビリティ管理技術」を創
出している。この技術は要件定義・
設計・製造・試験・運用の各工程の
成果物を適切な粒度に分割したうえ
で、成果物間の関連性を定義し、要
件伝搬の整合性に関する誤りを検知
し修正することにより、蓄積した技
術的負債を解消する技術である。一

例として、技術的負債によりシステ
ムで問題が発生した箇所を本技術に
よってコードを自動修正することが
可能となり、ベンチマークにおいて
約 40%の修正精度を確認できてい
る。[2]今後はより大規模なコードを
対象にして精度向上を進めていく。
また、技術的負債の解消を安全に行
うことを可能とする品質確認技術と
して「フィードバック指向テスト技
術」[3]を創出している。
②『軽減』に関しては、生成 AI
を最大限活用する為の新たな開発プ
ロセスの検討を進めている。我々は、
全ての工程で人間中心の開発から生
成 AIが中心に実施する世界へと変
化していく中で、人間が開発内容を
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把握・評価できるプロセスにするこ
とにより技術的負債の発生・混入を
防止できると考えている。
③『診断』に関しては、技術的負
債の定量化・管理支援技術の創出を
目指している。具体的には、成果物
中の技術的負債を種類ごとに定量化
して影響度・優先度を評価し、設計
変更やリファクタリングなどの対処
案を提示する技術を想定している。

持続可能な社会の実現には、環境
負荷低減が欠かせない。我々は、ソ
フトウェア分野の脱炭素化に向けた
グリーンソフトウェア開発・運用技
術の研究開発として、ソフトウェア
を対象とした CO2排出量の（1）算
定ルールの標準化、（2）可視化／算
定技術の確立、（3）削減技術の確立、
に取り組んでいる。[4]

（1）算定ルールの標準化
ソフトウェア製品に関する従来の

CO2排出量算定は、開発費用に関
する情報を用いた金額ベースの算定
以外に標準的な算定方法が確立され
ておらず、開発者の削減努力が反映
されにくいことが課題であった。
我々は、2021年よりソフトウェ

ア開発時の消費電力計測実験に取り
組み、実験結果のライフサイクルア
セスメントを実施してきた。2023
年8月には経済産業省が公募した「令
和 5年度GX促進に向けたカーボン
フットプリントの製品別算定ルール
策定支援事業」に参画し、参画企業
と共に 2024年 3月にソフトウェア
製品の算定ルールを策定した。[5]

今後は、本算定ルールを活用した 
実証実験やソフトウェア業界企業と
のさらなる議論を通じて、ルールの
実用性向上やグローバルなコンセン
サスの形成をめざしていく。
（2）可視化/算定技術の確立
ソフトウェア開発における主要な
排出源として、開発工程に使用され
る ICT機器の消費電力がある。開発
者がいつ・どのような開発作業で消
費した電力かを可視化することは、
ホットスポットを特定し削減アク
ションを検討するために重要である。
我々は、ICT機器の電力や開発プ

ロジェクト・開発者作業の情報を収
集し、ソフトウェア開発中に発生し
た電力 /CO2を可視化する技術を開
発している。
今後は、開発現場での本技術の活
用を含めた NTTグループ向けガイ
ドラインの展開に取り組んでいく。
（3）削減技術の確立

アプリケー
ション実行時の
CO2 排出量を
削減する一つの
アプローチとし
て、電力の炭素
強度（エネル
ギー消費あたり
の二酸化炭素排
出量）に着目し

てアプリケーションの配置場所を選
択し、CO2排出量を削減すること
をめざしている。
我々は、これまでコンテナ基盤に
おいてアプリケーション実行時の消
費電力情報を可視化する基盤アーキ
テクチャを確立してきた。このアー
キテクチャでは、アプリケーション
の配置場所選択に Green Software 
Foundation で開発する Carbon 
Aware SDKの活用を想定してお
り、開発コミュニティとの連携・支
援を通じて、CO2排出量削減に取
り組んでいる。
今後は、ソフトウェア利用時に排
出される CO2を削減するためのソ
フトウェアデザインを調査・検討し、
よりグリーンなソフトウェア設計・
実装を実現する技術の確立に取り組
んでいく。
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